
高度経済成長―日本の経験と中国経済の今後＊
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平

は じ め に

田 純 一

現在中国は目

名詞であったの

のことを別の形

世界の注目は，

経済成長がいつ

も事実である

覚しいペースで経済成長を継

は， 年から 年の期間

で表現するならば，高度経済

中国における驚異的な経済成

の時点まで継続し，どのよう

（平田［ ］， ［ ］で

続している。高度経済成長と

であり，現在では遠い過去の

成長にも必ず終わりが来ると

長に集まっているが，この注

な形で終了するのかという関

，バブル崩壊までの戦後日本経

いえば，日本がその代

ことになっている。こ

いうことである。現在

目の中には中国の高度

心が含まれていること

済の発展プロセスをコンパ

クトにまとめてあ

年率 ％に近

度経済成長との

えている社会的

な相違は，日本

に国内の資本に

年の 小平の南

るので，参照されたい）。

い経済成長が継続するという

間には明確な共通性が存在す

影響に関してみれば両者には

の高度経済成長期では外国資

よって経済成長が達成された

巡講和以後顕著になった），外資

点において，日本の高度経済

るが，一方で経済成長を生み

異なった側面も多い。経済活

本の日本への流入は厳しく規

のに対して，現在の中国に

の積極的な導入によって推し

成長と現在の中国の高

出した原因やそれの与

動面における最も大き

制されており，基本的

おける経済成長は（

進められている点であ

ろう。

社会的背景に

的政治システム

された。これに

特のシステムに

第２次世界大戦

テムに変更が加

関してみると，日本における

で運営し，政治的なイデオロ

対して，中国における現在の

よって運営されていることで

終了時からの５年間（アメリ

えられるようになったのは，

高度経済成長期は資本主義経

ギーの対立を最も鮮明に抱え

高度経済成長は社会主義市場

ある。日本の高度経済成長期

カによる占領期）にほぼ形成さ

高度経済成長期の末期以後の

済システムを民主主義

つつ，経済成長が達成

経済システムという独

を運営した社会制度は，

れ，この基本的なシス

ことである。これに対

して，中国では

テムから資本主義

社会システム

日本の高度成長

せつつで経済成

せつつ，所得格

高度経済成長を継続しつつ各

的なシステムに変更していると

を運営する上で最も重要な政

期では，農村から都市への急

長が達成された。これに対し

差・地域間格差を拡大する方

種の社会システムを構築して

考えてよい）点に大きな相違が

策目標の一つは，国民の所得

激な人口移動を伴いつつ，国

て現在の中国では限定的な地

向で経済成長が達成されてい

いる（社会主義的なシス

存在する。

格差の解消であろう。

民間の所得格差を縮小

域間人口移動を発生さ

る点が大きく異なって
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いる。

日本経済の

異なっている

高度経済成長―日

軌跡を参考にしつつ中国経済

のは，中国の人口規模と国土

本の経験と中国経済の今後（平田）

の今後を考えていくという

面積が日本とは比べ物にな

課題設定において決定的に

らないほど大きいというこ

とである。よ

た時期の日本

がら，日本の

した経験を有

現在の中国経

にとって大き

は高度成長期

って，今後の中国経済に発生

経済が直面した問題よりもは

人口規模，経済規模を超える

する国が存在しないことも一

済や中国社会が抱える課題に

な意味のある相互交流の素材

の日本経済の発展プロセスを

する問題は，高度経済成長

るかに複雑なものになるこ

国でこうした高度経済成長

方の事実である。日本にお

関して共通認識を形成する

であると考える。こうした

記述し，こうした経済成長

期から安定成長期に移行し

とが予想される。しかしな

を達成し，安定成長へ移行

ける経験を正確に記述し，

ことは，両国の社会科学者

問題意識にたって，以下で

が社会システムに与えた影

響あるいは経

可能なデータ

の上で，日本

想される課題

関して詳しい

実認識を形成

の課題にな

中国に関する

済成長が生み出した文化的影

によって，中国経済の現状を

における高度経済成長期の経

に関して，筆者なりの考えを

分析を行うためのデータを日

することを目指して，データ

ると認識している（日本語で利

データとその背景の解説として，

響等を先ず報告する。これ

概観し，高度経済成長期の

験から，今後中国経済・中

提示したい。しかしながら

本で入手することは必ずし

に関する相互理解を深めて

用可能な中国経済の概説として

日中経済協会［ ］があり，

に続いて，現在筆者が利用

日本との相違点を示す。そ

国社会が経験することが予

，最近の中国経済の動向に

も容易ではない。正確な事

いくことも重要な国際交流

，南・牧野［ ］があり，

本稿でも参考にした）。

本稿の構成

かの期間に区

度経済成長期

続く第４節で

し，高度経済

最後の５節で

生することが

は，序に続く２節で第２次世

分する意味を説明し，日本経

における日本経済の構造をや

は， 年の改革開放から現

成長期における日本経済の発

は，日本における高度経済成

予想される問題と注意深く検

界大戦終了後から現在まで

済発展の状況を確認する。

や詳しく説明し，それに伴

在までの中国経済の発展過

展過程との類似点と相違点

長の経験から，今後の中国

討するべき課題を提示する

の概観し，この間をいくつ

その上で，３節において高

う社会的影響等を整理する。

程をデータに基づいて整理

を可能な限り明らかにする。

経済の発展過程において発

。

第２次世界

る。第１の期

の高度経済成

２．戦

大戦後の日本経済は，以下に

間は第２次世界大戦終了後

長期である。第３の期間は

後の日本経済 概観

示す４つの期間に分けて考

年間の混乱期である。第２

年から 年の安定成長

えることで理解が容易にな

の期間は 年から 年

期である。そして，第４の

期間は 年

長期の終わり

通して第２次

第２次世界

おかれていた

の経済活動を

以降の円高の定着期である。

までの期間を中心に日本経済

世界大戦後の日本経済の発展

大戦の敗戦により，日本は

。この間にアメリカ主導によ

行う上での基本的な枠組みが

本稿では，主として第２次

の発展過程を考えることに

過程を概観する。

年８月から 年５月ま

り，日本の民主化が行われ

構築された。 年６月に

世界大戦終了時から高度成

するが，はじめに全期間を

でアメリカによる占領下に

ると共に，それ以後の日本

発生した，朝鮮戦争は日本

（ ）



立命館経済

図 実質

学（第 巻・第３号）

と成長率（ ）２）

に駐留していた

に朝鮮戦争特需

アメリカの占

体，労働の民主

アメリカの進駐軍が朝鮮戦争

をもたらした。

領下に行われた各種の社会制

化，ドッジ・ラインによる均

に参加し，日本をベースに活

度改革としては，新憲法の制

衡財政主義の確立，１ドル

動を展開したので日本

定，農地解放，財閥解

＝ 円の為替レートの

設定，教育制度

るが，少なくと

年から朝

激な物価上昇，食

によってほぼ脱

済発展の明確な

国であった
）
。こ

改革等である。これらの枠組

も高度経済成長期の間は基本

鮮戦争の発生までの期間にお

料不足，石炭を中心とするエネ

出したが，この時点では安定

方向性を確立することもでき

うした意味で， 年に発生

みに関しては現在までに各種

的な枠組みが維持された。

ける日本経済では，第２次世

ルギー源不足等）は， 年の

的な経済成長の仕組みを構築

てはいなかった。この期間は

した朝鮮戦争による特需が第

の変更が加えられてい

界大戦直後の混乱（急

ドッジ・ラインの設定

する資金も乏しく，経

，日本は明確な被援助

２次世界大戦後の日本

経済に資本蓄積

終了したと考え

経済の生産規模

はや戦後ではな

ていくことにな

年以降の

日本の経済成長

のきっかけを与えたことは確

られており， 年は特需の

が，第２次世界大戦前の最

い」ということが主張され，

る。

日本経済の変動をいくつかの

率は 年に発生した第１

実である。朝鮮戦争に伴う特

減少による反動不況を経験し

高水準にまで回復し， 年

この年から日本経済はいわゆ

図を用いて概観する。図２

次オイル・ショックによって

需は， 年にはほぼ

たが， 年には日本

度の経済白書では，「も

る高度経済成長期入っ

１から明らかなように，

大幅に低下し，その後

年代の初め

ブル経済が崩壊

図２ ２に示し

によって対外的

との比較を行い

図２ ３から

までは，高度経済成長期の半

して以後の経済成長率はきわ

た対数表示のグラフにおける

な日本経済の規模がどのよう

，こうした変化に影響を与え

分かるように，日本の

分弱のペースで経済成長が継

めて低いものとなっている。

方がより明らかであろう。こ

に変化したのかを見るため

る要因の変化とを併せて図２

規模は２段階に分かれてアメ

続したが， 年にバ

こうした状況の変化は，

うした日本経済の変動

，アメリカの 規模

３以下で確認する。

リカの 規模に接近

（ ）



高度経済成長―日

図 実質

本の経験と中国経済の今後（平田）

の対数値（ ）

図 アメリカと日本の 比較（ ）３）

し，最近では再び格差が拡大している。第１段階の接近は， 年から 年までの期間の長期

的傾向的な接

ある。

第１段階に

に起因して

替レートの変

日本の高度経

それ以後は期

近である。第２段階は，

おける 年までの比較的緩

いる。一方， 年から

動に依存している面が大きい

済成長期においては，日本の経済

間よって経済成長率の大小関係

年から 年にかけての

やかなペースでの接近は，

年にかけてのペースの速い接

（両国の経済成長率の相違は，

成長率がアメリカの経済成長率

は変化している）。これは，

年間における急激な接近で

日米間の経済成長率の相違

近は，図２ ４に示した為

図２ ５に示してある通りで，

を一貫して上回っているが，

年８月のニクソン・ショ

ック（ドルの

１ドル 円

替レート制に

第２段階の

えることが適

ではないこ

金兌換停止）を受けた同年 月

から１ドル 円に切り上げら

移行したことの結果である。

接近も成長率の差よりも，プ

切である。このように経済活

とには注意を要する。図２ ６

のスミソニアン合意により

れ， 年３月からは両国

ラザ合意以後の急激な円高

動の国際比較を行う場合に

に示されている日本とアメリ

，円対ドルの為替レートが，

の為替レート制度が変動為

を反映した結果であると考

は，考慮すべき要因は単純

カの物価上昇率の比較を

（ ）
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図 円対ドル

学（第 巻・第３号）

為替レート（ ）４）

図 日本とアメリカの経済成長率（ ）

図 日本とアメリカの物価上昇率（ ）
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高度経済成長―日

図 マクロ経済の

本の経験と中国経済の今後（平田）

バランスの対 比（ ）

図 家計と企業の バランスの対 比（ ）

見ると，第１

ていたが，

の進行と関連

日本経済

の比率

次オイル・ショック発生以前

年以降はアメリカの物価上

づけて説明する必要がある。

の構造変化を概観する最後の

を示したのが，図２ ７と２

は日本の物価上昇率がアメ

昇率が日本の物価上昇率を

指標として，マクロ経済に

８である。マクロ経済の

リカの物価上昇率を上回っ

上回っていることも，円高

おける バランスの対

バランスの関係は，民間

部門における

の経済活動

経済成長期の

の第１次オイ

スの回復傾向

の貯蓄・投資

貯蓄・投資，財政収支，対外

状況を整理する上では非常に

日本では，貯蓄・投資，財政

ル・ショック以後項目別のバ

が認められるが，バブル崩壊

を家計部門と企業部門に分

収支を関係づけて説明する

便利な関係である。図２ ７か

収支が項目ごとに基本的に

ランスが崩れ， 年代後

後，再度バランスが大きく

割して示したのが，図２ ８で

ための関係式であり，現実

ら明らかなように，高度

バランスしており， 年

半のバブル経済期にバラン

崩れてきている。民間部門

ある。一般的に家計は貯

（ ）
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蓄主体であり，

平成不況を長期

以上第２次世

立命館経済

企業は投資主体であるが，最

化させている一つの原因であ

界大戦後の日本経済の変化を

学（第 巻・第３号）

近の日本では企業も貯蓄主体

る。

概観してきたが，こうした情

になっており，これが

報に基づいて，第２次

世界大戦以後の

高度成長期，

性が理解された

の問題も，プラ

であり，日本経

理が終わること

に構築されたと

日本経済を期間区分して，

年から 年の安定成長期

と考える。 年以降には，

ザ合意以降の急激な円高の進

済が平成不況から脱出したと

に加えて円高に対応した産業

主張できることが必要であろ

年から 年の戦後復興期

， 年以降の円高期に分割

バブル経済期と平成不況期を

行とそれの定着が影響してい

いえるためには，金融システ

構築と主としてアジア諸国と

う。

， 年から 年の

して考えることの妥当

含んでいるが，いずれ

ると考えることが自然

ムにおける不良債権処

の間の分業関係が明確

３ １ はじ

本節では，高

会的変動を整理

本経済の状況を

３．高度

めに

度経済成長期の日本経済の基

して説明する。本節では，高

当時の他国の状況，現在の日

成長期の日本経済

本的な特徴と，この間の経済

度経済成長の出発点である，

本経済の状況との比較を通し

成長が与えた各種の社

年時点における日

て確認した上で，

年から 年の

先にも述べた

いる。この時点

１の通りである

表３ １のデ

倍に増加してい

なっているが，

間の経済成長の成果を整理し

通り， 年には日本経済の

における日本経済の水準を現

。

ータを簡単に整理すると，面

るので，都市部を中心に人口

この間に物価水準も 倍に

て示す。

規模は第２次世界大戦前の最

在の日本経済の状況と比較

積の変化はほぼ無視できる程

密度が大きく上昇している

なっているので，実質

高水準にまで回復して

して示すと以下の表３

度であり，人口は

。名目 は 倍に

は 倍になっている。

年における

府支出 ％，輸

％， ％

投資，政府支出

年におけ

ある。表３ ２

ている。第２次

の支出面の構成は，民

出 ％，輸入 ％であった

， ％となっている。この間

の構成比率が上昇する一方，

る日本経済の 規模を他

によると， 年時点では，

世界大戦の敗戦国である西ド

間消費支出 ％，民間企業

のに対して， 年にはそれ

に民間消費の割合が ％程度

輸出，輸入の割合がやや低下

の国々の 規模と比較す

アメリカの経済規模と豊かさ

イツの経済水準と比べても日

固定資本形成 ％，政

ぞれ， ％， ％，

低下し，民間企業設備

している。

ると，表３ ２の通りで

が際立って大きくなっ

本の経済水準は低く，

韓国と日本の経

場合と人口１人

水準は各

れている。

上記のように

て小さな水準で

済規模の相違は小さなもので

当たり で比較する場

国の経済規模を示し，人口１

， 年時点の日本経済の状

あったのは当然であるが，

あったことが確認される。

合とでは，状況に大きな差が

人当たり は各国の豊か

況は，現在の日本経済の状況

年当時の他国の状況と比較

の規模で比較する

存在するが，一般的に

さをあらわすと考えら

と比較した場合に極め

した場合にも非常に経

（ ）



高度経済成長―日

表

本の経験と中国経済の今後（平田）

年と 年の日本経済指標

表 年における各国の および人口１人当たり

表 高度成長期における実質 および人口１人当たり実績 の成長率２）

済規模の小さ

次世界大戦前

長を継続して

現在の

期が果たした

高度経済成

以下の表３

な発展途上国であったという

の最高水準にまで回復したと

いたわけであり，他国と比較

規模でアメリカに次ぐ世界第

役割を整理する。

長期における実質 と人

３である。この期間全体の年

ことができる。 年時点

言っても， 年から

した相対的地位は大幅に低

２位の地位に上昇する過程で

口１人当たり の変動を

平均成長率は９％強であった

で，日本経済の規模が第２

年の 年間に他国は経済成

下している。その状況から

日本経済の高度経済成長

５年ごとに示したのが，

。

３ ２ 高

高度経済

ると，１）貯

になっていた

合わせて財

の固定為替レ

度経済成長期の日本経済の基

成長期の日本経済の特徴を，

蓄・投資バランスでは基本的

。２）財政収支は，ドッジ・

政支出を調整していた。３）

ート制を維持することは困難

本的構造

図２ ７，２ ８に示した

に投資超過の状況であり，

ラインの制約から均衡財政

対外収支は，基本的に輸入超

で，これを維持するための

バランスを用いて整理す

貯蓄不足が経済成長の制約

主義が基本であり，税収に

過であり，１ドル＝ 円

外貨準備高の確保が高度成

長期前半の日

先ず民間

に占める民間

％の間で推移

ながら，やや

年にかけ

本経済の最大の制約であった

企業設備投資の動向を示した

企業設備投資の割合の変化を

しており，高度経済成長期に

注意深く見ると，高度経済成

て ％に低下した後， 年

（国際収支の天井といわれた）

のが，以下の図３ １，３ ２

見ると，高度経済成長期の

おける割合が特に高いよう

長期の期間においては増加

から 年にかけて再び上

。

である。図３ １の

初期を除くと， ％から

には認められない。しかし

傾向を示し， 年代から

昇し， 年代に入ってか

（ ）
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図 民間企業設備投資

学（第 巻・第３号）

の に占める割合（ ）

図 民間企業設備投資の成長率（ ）

ら低下している

対的に大きく，

投資の増加率に

の主要な原因と

ここで考える

方で爆発的に大

は，第２次世界

。図３ ２の民間企業設備投

それ以後傾向的に低下してき

おける変動が非常に大きく，

なっていたことも明らかであ

べきことは，高度経済成長期

きくはならなかったことの理

大戦時の空襲により，日本の

資の増加率で見ると，高度経

ていることがわかる。それと

この変動が高度経済成長期の

ろう。

の日本の設備投資が活発であ

由である。設備投資意欲が大

生産設備の多くが破壊され，

済成長期の成長率が相

同時に，民間企業設備

日本における景気変動

ったことの理由と，一

きかった理由のひとつ

生産活動を維持するた

めに，生産設備

２次世界大戦前

する必要があっ

しには，天然資

く日本人に染み

ることが必要で

を回復する必要があったこと

後は日本の対外関係が途絶し

たことである。この背景には

源を輸入するために必要な外

付いており，このためには工

あると理解されていた。こう

である。しかしながら，それ

ており，この間に欧米で開発

，資源の乏しい日本は，工業

貨を手に入れることができな

業製品を外国製品と競争でき

した状況を生み出すためには

以上に重要なのは，第

された生産技術を導入

製品を輸出することな

いという考え方が幅広

る，質と価格で生産す

，欧米諸国との間の技

（ ）
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図

本の経験と中国経済の今後（平田）

家計貯蓄率（ ）

術力の差を埋

産のメリット

可能であった

おり，欧米の

高く新規技術

める必要があると考えられ，

を取り入れる必要があるとも

理由のひとつは，日本では第

先進技術との格差が存在して

を習得する能力を持つ技術者

製品価格を引き下げるため

考えられていた。こうした

２次世界大戦以前に相当高

も，これらの中身を理解可

が存在したことも忘れては

には規模を拡大し，大量生

新規技術を導入することが

い生産技術水準に到達して

能で，平均的な教育水準が

ならない。

それでは，

入が規制され

範囲内で投資

成長における

投資の制約

年時点におけ

蓄率が上昇し

なぜ投資が爆発的に増加する

ており， 年以降は外国か

をすることが基本的な制約に

投資の構造（投資の大きな割

要因となった，貯蓄率の動

る家計貯蓄率は， ％程度で

， 年代特に第１次オイ

ことがなかったのかといえ

らの経済援助の受け入れも

なっていたからである。こ

合を外資が占めている）と大きく

向を示したのが，図３ ３であ

あり，高度経済成長期には

ル・ショック以降貯蓄率が大

ば，外国資本の日本への流

少なくなり，国内の貯蓄の

の点は，現在の中国の経済

異なっている。

る。これによると，

所得水準の上昇に応じて貯

幅に上昇している（このこ

とが，第１次

本の貯蓄率は

ったというこ

の関係からも

高度経済成

に必要な投資

ことであった

オイル・ショック以降の日本経済

欧米諸国の貯蓄率に比べると

とはできず，投資の制約要

理解することができる。

長期の日本経済における，一

をまかなうか，言い換えれば

。この問題は，金融面から考

の動向を説明する上では重要な

高いが，高度経済成長期に

因となっていたことは，図２

つの重要な問題は，こうし

どのようにして投資対象に

える必要がある。当時の日

ポイントになる）。確かに日

おける貯蓄率がそれ程高か

７に示した バランス

た貯蓄不足の状況下で如何

優先順位をつけるかという

本経済の金融面では，低金

利政策がと

らかであるよ

い水準であっ

る金利水準よ

長することが

の選別と政府

られていたといわれる。しか

うに，高度経済成長期の日本

た。ここで言う低金利政策と

りも，公定歩合を低く設定し

期待される産業分野に優先的

系金融機関を中心とした融

しながら，図３ ４に示した公

の金利水準は，それ以後の

いうのは，金融市場におけ

，資金の需要超過を輸出産

に割り当てたことを指して

資の実行は，通産省（当時，現

定歩合の推移を見れば明

期間と比べると相対的に高

る資金需給をバランスさせ

業や今後輸出産業として成

いる。こうした資金供給先

経済産業省）による産業政

（ ）
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図 公

学（第 巻・第３号）

定歩合（ ）

策といわれる。

として，小宮・奥

以下では，

年から 年ま

以降，均衡財政

産業政策の有効性に関しては

野・鈴村［ ］，伊藤・清野・

バランスにおける２番目の

での期間，日本の財政収支は

主義の原則があったにしても

議論も存在する（日本の産業

奥野・鈴村［ ］等がある）。

構成要素である，財政収支に

均衡（実質的には黒字）を維持

，これを維持するにはそれ相

政策を詳しく検討した文献

関して検討する。

した。ドッジ・ライン

応の仕組みが必要であ

った。日本の予

正予算（当年度

る。高度経済成

均衡するように

ることが一般的

や追加的な公共

で上昇しており

算は，当初予算（前年度に各

の税収の状況を見て，景気対策や

長期では，次年度の経済成長

，当初予算を組んだ。高度経

であったので，これに対応し

投資を実施していた。当時は

，累進課税制度を採っている

種の調整を行ったうえで，４月か

追加的な公共投資を行うための

率を低めに設定した上で税収

済成長期では現実の経済成長

て，補正予算において減税

，所得水準の増加に加え，物

日本では，実質経済成長率以

ら適用される予算）と補

予算）とを使い分けてい

の予想を行い，これと

率が，当初予想を上回

（課税最低限の引き上げ）

価水準も年率５％程度

上に税収の増加があっ

たので，必要な

次に，高度経

部門）に関して

５と３ ６であ

したのは，

況の変化は，当

するためには，

追加的支出をまかないつつ均

済成長期における最も厳し

説明する。高度経済成長期の

る。これらからわかることは

年であり，これ以降輸出も輸

時の固定為替レート制を前提

外国への支払いの原資である

衡財政を維持することが可能

い成長の阻害要因であった，

輸出・輸入と貿易収支の状

，高度経済成長期の日本にお

入も増加率が急激に大きくな

に考えなくてはならない。固

，外貨準備を一定水準以上に

であった。

対外部門（主として貿易

況を示したのが，図３

いて貿易収支が黒字化

っている。こうした状

定為替レート制を維持

維持することが必要で

ある。このため

きなかった。こ

況と， 年以

年における品目

表３ ４に示

年の構造は

輸入は原則として輸出金額の

の制約を維持するためには外

降の貿易収支の黒字転換とを

別輸出・入の構成を示す。

した， 年の貿易構造が高

貿易収支が黒字化してからの

制約の範囲内（外貨準備の制

国為替管理の各種の手法が利

併せて説明するため以下の

度成長期の貿易収支赤字の

期間に対応している。 年

約）でしか行うことがで

用された。こうした状

表３ ４に 年と

期間に対応しており，

の輸入構造を前提に貿

（ ）
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図 日

本の経験と中国経済の今後（平田）

本の輸出と輸入（ ）

図 日本の貿易収支（ ）

表 年と 年における輸出・輸入品の構成

易赤字の原因

日本における

増加を意味す

が高く，これ

財務省）と日

発動した。当

を説明する。輸入金額の ％

経済成長率が上昇すると，両

ることから，輸出が大きく増

によって外貨準備高が減少

本銀行では，外貨準備高の減

時の経済成長率の変動は，先

が工業用原料であり， ％

者の輸入が増加する。経済

加することはなく，貿易収

することになる。これを管理

少を防ぐために経済成長率低

に記したように投資増加率

が資本財であることから，

成長率の高さは国内需要の

支の赤字が拡大する可能性

していた大蔵省（当時，現

下を目指して金融政策を

の変動によって引き起こさ

（ ）

�
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れており，投資

本的な金融政策

も実施され，民

立命館経済

の成長率を低下させるべく，

であった。公定歩合の切り上

間企業設備投資が抑制され，

学（第 巻・第３号）

公定歩合を切り上げることが

げと併せて，民間銀行の貸し

資本財の輸入も抑制される，

，高度経済成長期の基

出しに対する窓口指導
）

これに伴って経済成長

率が低下すれば

いう関係を通し

下げを行うとい

た関係が，高度

的な金融政策で

上記の状況に

る日本の貿易構

，工業用原料の輸入も抑制さ

て，貿易収支が改善され，外

う形で，公定歩合操作によっ

経済成長期において，貿易構

あったと考えられている。

対する変化の原因は，表３

造では，輸入構造よりも輸出

れ，国内需要の増加率の低下

貨準備高の減少に歯止めがか

て，経済成長率がコントロー

造が基本的に赤字であった期

４を見ると明らかなように，

構造の変化が激しく，輸出構

から輸出が増加すると

かると公定歩合の切り

ルされていた。こうし

間における日本の基本

高度経済成長期におけ

造の変化から説明する

ことが適当であ

資本財と耐久消

中心とする，軽

出割合が増加し

高価に販売する

と判断される。

の輸入割合が低

なくなったと考

る。 年から 年にかけ

費財である。 年時点では

工業品であったが，その後鉄

ていることに対応している。

ことが可能な製品の輸出割合

輸入構造においても，工業用

下しており，日本における設

えられる。

て，日本の輸出において大き

，日本の輸出の中心を占めて

鋼，造船，家電製品等より付

この結果，原材料の輸入代金

が増加したことになり，貿易

原料の輸入割合の変化は驚く

備投資が増加しても， 年

く割合を高めたのは，

いたのは，繊維製品を

加価値の高い製品の輸

の支払いに比してより

収支の改善に寄与した

ほど小さいが，資本財

当時ほど輸入が増加し

以上の高度経

いうマクロ経済

みに従って運営

化が発生してき

かう変化を以下

３ ３ 高度

済成長期の日本経済の特徴を

における基本的な構造を規定

されていたことが一つの大き

たのが， 年代の半ばであ

で検討する。

経済成長期の終焉

考えると，民間の貯蓄投資，

する各バランスが，個別要因

な特徴であると考えられる。

り，ここから日本における高

財政収支，貿易収支と

ごとに調整される仕組

こうした状況対して変

度経済成長の終焉に向

３ ２で説明

ある。日本経済

られるが，上記

後次第に上記の

本的構造に変化

かに関して説明

年時点で

したのが，日本経済の高度成

の高度成長期は 年の第１

の構造が完全に維持されたの

構造からの変化が発生してき

が発生し，これに伴ってこれ

する。

は，その存在がほとんど意識

長期の特徴として，一般的に

次オイル・ショックの発生に

は， 年代の半ばまでであ

た。以下ではどのようにして

までには存在しなかった社会

されることのなかった日本経

説明されている内容で

よって終了したと考え

ると判断され，それ以

，高度経済成長期の基

問題が発生してきたの

済も， 年代に入る

に従って，世界

のは 年のこ

（資本移動の自由

たこの年に東海

興のめざましさ

年には，

経済の中で次第に存在を認識

とである。 年に，日本

化を原則とする）へ移行し，

道新幹線も開業している。こ

と現状を広く世界に知らせる

一転して高度経済成長期では

されるようになった。こうし

は の 条国（外国為替管

に加盟し，東京オリン

うした一連の出来事は，日本

きっかけとなった。

最大の不況を経験し，これに

た変化が顕著になった

理を認める）から８条国

ピックを開催した。ま

における戦後の経済復

伴ってこれまで維持さ

（ ）
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表 産業別

本の経験と中国経済の今後（平田）

就業者数と付加価値割合の推移

れてきた均衡

国債が発行さ

財政の枠組みに変化が生じ，

れた。第１次オイル・ショッ

年度には，ドッジ・ラ

ク以前における赤字国債の

イン以降では初めての赤字

発行はこの年のみであった

が，これ以後

準備のために

この頃には，

配が意識され

高度経済成

における国際

付加価値が上

おける産業構

建設国債が継続的に発行され

行われた，大量の公共投資に

日本の高度経済成長の先行き

出したと言える。

長期の経済構造の特徴に最も

収支の黒字転換である。国際

昇したことと，輸入に占める

造が次第に技術集約的な産業

ることになった。 年の

対する反動不況であったと

に対して，いずれ終焉を迎

はっきりとした変化を生じ

収支黒字転換の要因は，先

投資財の割合が低下したこ

にシフトしてきたことを表

不況は，東京オリンピック

考えられる。しかしながら，

えるのではないかという心

たのは， 年から 年

に説明したように輸出品の

とである。両者共，日本に

しており，これによって日

本の高度経済

日本におい

国際通貨制

が次々と発生

ート制の維持

ッグ制の提案

こうした

成長期を特徴づけてきた国際

て，国際収支構造が黒字転換

度を規定してきた， ブレ

した時期でもあり，第２次世

が困難になるのではないかと

が出されたりした。

バランスに現れた変化に

収支の天井が取り払われた

した 年代の後半には，

トン・ウッズ体制をゆるがす

界大戦以降国際通貨体制を

いう疑問が発生し，日本に

加え，高度経済成長の継続に

ことになる。

第２次世界大戦後，世界の

，ポンド危機やドル危機

規定してきた，固定為替レ

おいてもクローリング・ペ

もかかわらず 年代半

ば以前の日本

も，高度経済

高度経済成

に都市部から

なっていた。

２次産業部門

就業者数と付

では問題にならなかった，労

成長の限界を感じさせる要因

長の開始期である， 年当

農村部に移動した労働力が，

しかしながら，こうした労働

における就業者の割合が増加

加価値生産額の産業別割合の

働力不足が 年代後半に

として浮上してきた。

時の日本では，第２次世界

農村部に多数存在し，農村

力は高度経済成長の過程で

していた。こうした状況は

推移を示した，表３ ５に示

なると顕在化してきたこと

大戦中および戦後の混乱期

が潜在的失業者の受け皿に

次第に都市部に移動し，第

，高度経済成長期における

されている。

表３ ５か

産割合（実質

方が適切であ

急激に低下さ

て大量に採用

都市部での出

ら明らかであるように，農村

値で見た場合と名目値で見た場

ろう）に比して高い割合の就業

せている。こうした変化は，

するという形が最も一般的な

ぎ労働という形態での労働

部の主要な産業である第１次

合で構成比率には相違があるが，

者を抱えていたが，高度経

新規学校卒業者を都市部の

形態であった。これに加え

力移動も存在した。この結

産業では，付加価値の生

ここでは名目値による比較の

済成長期に就業者の割合を

製造業やサービス業におい

て，農村部の所帯主による

果， 年代に入ると相当

（ ）
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図 失業

学（第 巻・第３号）

率の推移（ ）

図 有効求人・求職倍率の推移（ ）

数の市町村で，

会問題として認

移動が限界に達

経済成長期を通

１％程度の失業

第１次オイル・

後半には日本の

人口の急減を経験する等，都

識されるようになった。更に

したとの認識が広がった。こ

して失業率は傾向的に低下し

率を記録している。これと併

ショックが発生するまでこの

高度経済成長に対する労働供

市部の人口過密と農山村部の

， ，８年頃になると農村

の状況を示したのが，図３

， 年代末から 年代初

せて 年には有効求人・求

状況が継続している。以上を

給面からの制約が新たに追加

人口過疎化が大きな社

部から都市部への人口

７，３ ８である。高度

には最低水準である，

職倍率が１を上回り，

要約すれば， 年代

されたことになる。こ

の結果，高度経

って急激に上昇

年代後半

が発生している

得水準が上昇し

持っていた。し

済成長期には比較的緩やかで

するのではないかという心配

に入ると，こうした純粋経済

。高度経済成長期の前半にお

，日本の国力が対外的に上昇

かしながら， 年代後半に

あった，実質賃金上昇率が，

が発生した。

活動における変化に加えて，

いては，日本国民の大部分は

することが最も重要な国家目

入ると，いくら経済が成長し

労働力の奪い合いによ

社会的価値観にも変化

経済成長を達成し，所

標であるという認識を

ても生活が楽になった

（ ）
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といえるのだ

なると日本

第２位になっ

高度経済成長―日

ろうかという認識が広がって

の 規模は，アメリカ，

た。しかしながら，人口１

本の経験と中国経済の今後（平田）

いった。こうした認識を示

ソ連（当時）に次ぐまでに上昇

人あたり では 位前後で

す一つの状況は， 年に

し，資本主義国の中では

あり，いくら経済が成長

しても生活

人口１人当た

り で地

ここでは経済

感じるために

がり，「くた

こうした気

の豊かさが実感できないとい

り 規模における順位の

位を向上させるためには，よ

成長を推し進めることは，社

は，企業の利益追求ではない

ばれ 」という言葉が聞か

運の広がりにより，高度経済

うことがマスコミ等で大きく

相違は，人口規模が比較的大

り一層の経済成長が必要であ

会的に望ましいことではな

別途の経済発展が必要なの

れるようになった。

成長期を通して他のことよ

報じられた。 規模と

きな日本では，人口あた

ることを意味しているが，

いのではないか，豊かさを

ではないかという気運が広

りも経済成長を優先すると

いう価値観に

ある公害問題

境庁が発足し

の結果，これ

大気汚染や河

した環境問題

ることになっ

こうした状

よってそれまで表立って取り

等に大きな関心が寄せられ，

，本格的に公害問題を解決し

から後は経済成長と環境維持

川，湖沼の汚染は 年代初

を考える上で，自動車による

た。

況を生み出した原因は単純で

上げられることの少なかっ

年には公害対策基本法

，環境を維持していくこと

の調和という課題認識が明

が最悪であり，これ以後改

環境への影響や交通死亡事

はないが，経済成長が一定

た，経済成長の負の遺産で

が制定され， 年には環

の重要性が認識された。こ

確になり，結果的に日本の

善の方向に向かった。こう

故に対する対策も強化され

程度達成され，これまで経

済活動のみに

が変化したこ

たことのない

したこともあ

るようになっ

こうした戦

発した大学紛

向けられた社会的関心を他に

とが基本ではないかと考えら

世代が， 年には成人を迎

り， 年代後半には，第２

てきたことも無視することの

後生まれ世代が，既成の社会

争であり，女性の社会進出を

向ける余裕ができたこと，

れる。人口構成に関しても

えている。第２次世界大戦

次世界大戦の経験のない世

できない状況の変化であろ

秩序に対して反抗したのが

主張した女性解放運動の広

労働力移動に伴い社会構造

，第２次世界大戦を経験し

後の５年間は出生数が増加

代が人口の半数近くを占め

う。

， ， 年に全国的に多

がりも同様の発生原因によ

るのではない

をも経験した

とによって，

中心的役割を

なってきたと

年代に

ショックを経

かと考えられる。高度経済成

世代が社会・経済活動の中心

生活水準が日々上昇すること

占める時代（こうした活動の

考えることができよう。

入ってからの日本経済は，

験し， 年には高度経済成

長期には，第２次世界大戦

を占めていたが，高度経済

のみを経験した世代が，社

中心は 代であろう）になって

年のニクソン・ショック

長が終了し， 年にはマ

を経験し，その後の混乱期

成長が 年以上継続するこ

会秩序や文化・芸術活動の

，社会的価値観が大きく異

， 年の第１次オイル・

イナス成長をも経験した後，

安定成長軌道

には， 年

ン・ショック

年から

ル・ショック

以下で日本

を求めた模索が続くことにな

代末には，実質的に高度経済

とオイル・ショックによって

年までの経済成長率はそれ以

が発生しなくとも日本の経済

の高度経済成長期の最後に発

る。しかしながら国内の社

成長期は終了していたと考

その状況が顕在化したと言

前の時期に比べると低下して

成長率は次第に低下したで

生した，ニクソン・ショッ

会・経済状況を考えた場合

えることができる。ニクソ

うことになる。事実，

おり，たとえ第１次オイ

あろうことが予想される。

クと第１次オイル・ショッ

（ ）
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図 高度経済成

学（第 巻・第３号）

長期の外貨準備高（ ）

クが日本経済に

年代後半

との関連で，日

ないかという議

に設定された為

与えた影響を整理し，日本の

に，貿易収支の黒字定着が明

本の固定為替レートを，１ド

論は発生していた。しかしな

替レートに対応すべく必死に

高度経済成長期の整理を閉じ

らかになった時点で，当時の

ル＝ 円の水準から切り上

がら 年に，当時としては

努力してきた日本企業にとっ

ることとする。

ドル危機，ポンド危機

げる必要があるのでは

円高と考えられた水準

て，自主的に円の為替

相場を切り上げ

８月のニクソン

ニクソン・シ

東京外国為替市

に外貨準備高が

再開された時点

変動からも明ら

るという意欲は乏しかった。

・ショック（ドルと金の兌換を

ョックにより海外の外国為替

場は，１ドル＝ 円レート

急増した。結局東京外国為替

では，変動為替レート制を前

かなように，変動為替レート

こうした状況に決定的な影響

停止するという宣言）であった

市場が取引を停止する中，上

での取引を継続した。この結

市場も一時的に閉鎖され，諸

提として運営された。しかし

制に移行後も，急激な円高を

を与えたのは， 年

。

に述べた背景もあり，

果，図３ ９に示すよう

外国為替市場と同時に

ながら，外貨準備高の

避けるため，東京外国

為替市場では日

こうした状況

たうえで，固定

円に設定さ

３月からは，主

年代の日本円の

ニクソン・シ

本銀行によるドル買い・円売

を受け， 年 月にはスミ

為替レート制への復帰が決

れた。スミソニアン合意にも

要国の外国為替レート制度は

対米ドル為替レートは，図３

ョックとそれに伴う外国為替

りの市場介入が行われた。

ソニアン合意により，大幅な

定され，日本円の対米ドル為

かかわらず，外国為替市場の

変動為替レート制へと移行し

に示すように大きく変動

市場の混乱が日本経済に与え

為替レート調整を行っ

替レートは，１ドル＝

混乱は継続し， 年

た。これにより，

した。

た影響はそれほど大き

なものではなく

しかしながら，

ーションを激し

銀行による外国

いからである。

おける物価上昇

，円高傾向においても，貿

この時期の急激な外貨準備高

くした可能性が高い。当時の

為替市場への介入は，不胎化

年に総理大臣になった田

圧力が非常に大きくなってい

易収支の黒字は継続している

の増加は，第１次オイル・シ

日本では，金融システムが整

政策を伴わず，貨幣供給量を

中角栄
）
の日本列島改造論によ

る状況で， 年秋に第１次

（図３ ５，３ ６参照）。

ョックに伴うインフレ

備されておらず，日本

増加させた可能性が高

る影響もあり，日本に

オイル・ショックが発

（ ）



高度経済成長―日

図 年代

本の経験と中国経済の今後（平田）

の円対ドル為替レート（ ）

図 原油国際価格の推移（ ）

生した。

第１次オ

られた上で，

き上げると同

よって発生し

当時の日本

ルの友好国と

イル・ショックは， 年６

同年 月に第４次中東戦争が

時に原油生産を削減し，イス

た。

は，原油供給の大部分をアラ

みなされる可能性もあるとい

月の 総会において，原

勃発し，ペルシャ湾岸６カ

ラエル友好国には原油を供

ブ諸国に依存し，親密な日

う危機感もあり，単に原油

油価格が ％引き上げ

国が原油公示価格を ％引

給しないと宣言したことに

米関係との関係でイスラエ

の輸入価格が上昇するだけ

ではなく，原

験した。

第１次オイ

激な物価上昇

低下するとい

第１次オイ

油の供給量自身が削減される

ル・ショックの影響は，原油

の連鎖の発生という直接的影

う間接的影響とに分けて考え

ル・ショックに伴う直接的影

可能性があるとの判断から

輸入価格の上昇から，他の

響と日本経済に対する先行

ることが必要である。

響は，図３ の原油の国際

非常に大きなショックを経

物価水準をも上昇させ，急

き不安から設備投資意欲が

価格と図３ に示した国

（ ）
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図 物

学（第 巻・第３号）

価上昇率（ ）

図 貨幣供給量の増加率（ ）

内物価の変動の

によって輸入に

流通経路に従っ

た。当時日本で

急激な物価水準

オイル・ショッ

通りである。第１次オイル・

占める原油の割合が大きい日

て，卸売物価（ ）が ％

は狂乱物価といわれ，国民生

の上昇は２年程度でほぼ安定

クに加えてニクソン・ショッ

ショック時に原油の国際価格

本経済の輸入物価（ ）が

程度上昇し，消費者物価（

活に大きな影響を与えたが，

化した。こうした急激な物価

ク，田中内閣の日本列島改造

は４倍に上昇し，これ

％程度上昇し，財の

）が ％程度上昇し

図から明らかなように，

上昇の原因としては，

論により，貨幣供給が

増加していたこ

第１次オイル

ている。第１次

この結果民間企

家計貯蓄率は大

過に変化した。

とも挙げられる（図３ 参照

・ショックの間接的影響は，

オイル・ショックは日本の企

業設備投資の増加率が，

きく上昇し，これまで投資

この状況は，現在まで継続し

）。

先に示した，図３ １，３

業経営者に日本経済の先行き

， 年においてはマイナス成

超過で推移してきた日本の

ており，この結果図２ ７に

２，３ ３に端的に表れ

に対する不安を生み，

長になった。この一方，

バランスは，貯蓄超

示したマクロ経済の

（ ）
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バランスは

ショック後数

成長期の日本

高度経済成長―日

高度経済成長期の形態とは異

年間は，原油輸入金額の増大によ

経済をリードした投資の急

本の経験と中国経済の今後（平田）

なり，貯蓄超過，財政赤字，

り一時赤字化したが）という状

激な落ち込みと， バランス

貿易黒字（第１次オイル・

況が定着した。高度経済

の変化により，日本の高

度経済成長期

４ １ 改

これまで，

は名実共に終了したと判断さ

４．改革開

革開放以後のマクロ経済指標

日本経済の成長過程を中国経

れる。

放以後の中国経済―概観

の変化

済との比較を意識して，その特徴が理解できることを

目指して説明

成長期と対比

以後であるこ

セスが単調で

スも経済活動

なマクロ経済

表３ １に

る。表３ １

をしてきた。以下では，

しつつ整理する。中国経済が

とは現在では常識となってい

あったわけではなく， 年

の形態も大きく異なっている

指標の値の比較を通して上記

示した日本の場合と類似の基

と表４ １とでは若干異なって

年の改革開放以後の中国経

成長軌道に乗ったのが，

る。しかしながら， 年

の 小平の南巡講和の以前

。そこで 年， 年お

の状況を確認する。

本的経済指標を中国に関して

いる点もある。中国の国土

済の推移を日本の高度経済

年の改革開放政策の採用

以降の中国経済の成長プロ

と以後では経済成長のペー

よび 年における基本的

示したのが，表４ １であ

面積は，この間一定で

千 であ

表 ，

り，表４ １には示していな

， 年における中国の経済指

い。また中国の公式統計では

標＊

，元建ての輸出と輸入の

（ ）
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図 中国の実

学（第 巻・第３号）

質 の推移（ ）

図 中国の実質 成長率（ ）

データが公表さ

表４ １のデ

ンドと並び格段

的小さな人口増

は全期間

上昇は，全期間

全期間で 倍

れていないので，元建ての純

ータを若干整理する。人口に

に大きなものであるが，

加率となっており，今後日本

で 倍，前半で 倍，後半

で 倍，前半で 倍，後

，前半で 倍，後半で 倍

輸出とドル建ての輸出と輸入

関しては，中国の人口は世界

年以降でみると，一人っ子政

と同様に高齢化が進行するこ

で 倍となっている。

半で 倍となっている。こ

となっている。 年から

とを示している
）
。

各国の人口の中で，イ

策
）
の効果がでて，比較

とが予想される。名目

デフレータでみた物価

の結果実質 は，

年の間で，実質

が 倍になっ

し，日本が 年

の年平均

続するのかと言

年から

４ １からわか

ていることは， 年から

かけて達成した経済成長を，

成長率は，前半の ％から後

うことは大きな関心事となっ

年における実質 とそ

ることは，この間中国経済は

年の間の日本の実質

中国では半分強の期間で達成

半の ％に上昇しており，

ている。

の成長率を示したのが，図４

一貫して成長を継続してきた

の倍率 にほぼ対応

したことになる。実質

この勢いがいつまで継

１と４ ２である。図

が， 年までと

（ ）



高度経済成長―日

図 中国における在

本の経験と中国経済の今後（平田）

庫変動の に対する比率（ ）

年以降では成

２の成長率

年以降は

年に

政府消費

長のペースが異なっており，

の推移に関しても， 年

経済成長率の変動幅が小さく

おける の構成率は，家

％，純輸出－ ％であり，

年以降の方が成長のペ

以前では年による経済成長率

なっている。

計消費 ％，固定資本形成

年にはそれぞれ， ％

ースが速まっている。図４

の変動が大きかったが，

％，在庫変動 ％，

， ％， ％， ％，

％となり

こで目を引

％と極端

ったが，

固定資本投資

の変化を別途

比率がほぼ等

， 年にはそれぞれ，

くのは，固定資本形成の比率

に大きく， 年においても

年には ％という低い水準

を民間部門と政府部門で明確

資料で検討する。いずれに

しいというのは相当極端な状

％， ％， ％， ％

が極めて高いこと， 年に

大幅に低下しているものの

になっていることである。中

に区分していないので，後

しろ に占める家計最終消

況である。前節で議論した

， ％となっている。こ

おける在庫変動の比率が

％と依然として高率であ

国の国民経済計算では，

に企業の形態別の投資割合

費支出と固定資本形成の

，日本の高度経済成長期に

おける民間企

と，その大き

ところで，

化の初期段階

るにつれ，

確認するた

明らかである

業設備投資の に占める

さが理解できよう。

， 年における在庫変

においては，市場の動向を無

に占める在庫変動の割合

め， に占める在庫変動の

ように，中国の に占め

割合が， ％を越えたことが

動の占める割合が非常に大

視した生産計画が継続して

が低下してきたと理解するこ

割合の推移を示したのが図

る在庫変動の割合は， 年

なかったことと比較する

きかったことは，市場経済

おり，市場経済化が進展す

とができよう。この点を

４ ３である。この図から

代末までは非常に大きな

水準が継続し

る。しかしな

あがってきた

ロメータとし

方が自然であ

している可能

， 年代半ば以降顕著に割

がら，在庫変動が負であった

ことになる。この変動形態か

てよりは，中国における生産

る。ただし， 年代末の在

性を否定できず注意が必要で

合が低下し， 年以降は

のは， 年のみであり，

ら判断すると中国における

システムの市場化の度合い

庫変動の上昇は，天安門事

あろう。

非常に低い水準になってい

この間一貫して在庫が積み

在庫変動は，景気変動のバ

を示す指標であると考える

件等に絡む景気後退を反映

（ ）



立命館経済

図 元対ドル為

学（第 巻・第３号）

替レートの推移（ ）

図 中国における輸出・輸入の推移（ ）

中国における

には黒字巾が拡

くてはならない

の切り上げや為

年から

トの変動を示し

貿易収支は， 年には赤字

大している。表４ １には示

のは，元対ドルの為替レート

替レート調整方式の変更や一

年までは，元対ドルの為替レ

たのが，図４ ４である。図

であったが， 年には黒字

していないが，貿易収支のこ

が大幅に元安に変化している

層の元切り上げ圧力を考える

ートは切り下げの連続であっ

４ ４から明らかであるように

になっており， 年

の間の推移で注意しな

ことである。最近の元

と隔世の感があるが，

た。この間の為替レー

，元対ドルの為替レー

トは， 年に

為替レートの

る。これによる

易黒字が定着し

までで貿易収支

切り下げは必ず

大幅に切り下げて以降安定し

切り下げと，貿易収支の動向

と， 年以降の中国におけ

たのは， 年の元切り下げ

が黒字であったのは， ，

しも貿易収支の動向とリンク

，最近では切り上げが大きな

を検討するために示したのが

る貿易収支は，黒字と赤字を

以降であることが明らかであ

年と 年の期間のみ

していないが， 年の貿易

課題となっている。

，図４ ５と４ ６であ

繰り返して推移し，貿

る。 年以降 年

である。この間の元の

収支の赤字が 年の

（ ）



高度経済成長―日

図 中国

本の経験と中国経済の今後（平田）

における貿易収支（ ）

表 中国の ・人口１人当たり と他国との比較

元切り下げの

易収支の黒字

転じているこ

るとは考えら

原因であったことは事実であ

幅は， 年以降 年まで

とである。 年７月の元の

れないが，中国の今後の経済

る。もうひとつ注意を要す

の期間は拡大の一方であっ

切り上げは小幅であり，貿

成長を考える際には，貿易

ることは，中国における貿

たが，それ以後縮小傾向に

易収支に大幅な影響を与え

収支のバランスあるいは品

目別貿易構造

ところで，

の世界経済に

年以降

したが，元対

は，

の比較では，

の動向に注意を払うことが必

元対ドルの為替レートの変動

対する存在感の問題がある。

年までの中国経済は，元ベ

ドルの為替レートは継続的に

年でアメリカの ％であ

年が ％であったも

要になってくる可能性もあ

形態が影響を与えるもうひ

この点を確認する目的で示

ースで考える限り極めて速

切り下げられてきた。この

ったものが， 年では ％

のが， 年では ％に低

る。

とつの要因として中国経済

したのが，表４ ２である。

いペースの経済成長を達成

結果，ドル換算した中国の

に低下している。日本と

下している。アジア

の韓国との比

果的に，

持するために

との結果，世

あたり

にも現れてい

較においても 年には，

年から 年にかけて中国経

は貿易収支のバランスをとる

界経済に占める中国経済の存

の 年と 年の比較にお

る。

倍であったものが 年に

済は国内的には高度経済成

ことが必要となり，為替レ

在感は逆に低下していたこ

いて， ドルから ドルに

は 倍になっている。結

長を達成したが，これを維

ートを大幅に切り下げたこ

とになる。これは人口１人

しか増加していないこと

（ ）



年の元の

もあり， 年

あるように，こ

立命館経済

切り下げによって，貿易収支

には人口１人あたり が

の間に中国経済の世界経済

学（第 巻・第３号）

が黒字化し，元対ドルの為替

ドルと大きく上昇してい

に占める地位が上昇しており

レートが安定したこと

ることからも明らかで

， 規模でアメリカ

の ％，日本

の相対的地位は

上記のことか

はなく，国の経

り上げがこの面

上げと併せて，

下げたとされて

の ％，韓国の 倍と

上昇している。

ら，為替レートの変動は，単

済規模の比較においても大き

でどのような影響を与えるの

為替レートを調整する際の通

おり，今後中国元の対ドル為

年におけるよりもこれらの

に貿易収支のバランスに対し

な役割を果たすことがわかる

かに注目することが必要であ

貨バスケットにおいて，相対

替レートの上昇幅が大きくな

国と比較した中国経済

て影響を与えるのみで

。 年７月の元の切

る。 年の元の切り

的にドルのウエイトを

る可能性があるので，

特に注意が必要

さくするという

均衡させるため

よって達成して

ても注意が必要

為替レート制に

国際通貨体制が

運営等に与える

であろう（中国政府は９月末に

方針を示したが，調整方法の詳細

に，国内経済の成長率を落と

きたことは，高度経済成長期

である。日本経済の高度成

よる国際通貨体制が運営され

変動為替レート制であること

影響に関する考察も必要であ

，この問題を回避するため，対

は不明である）。さらに，中国

す形での経済政策運営を行わ

の日本経済の運営方式とは異

長期には， ・ブレトン・

ていたのに対して，中国の高

から自然ではあるが，国内の

る。また， 年以降の元切

米ドルとの間の変動幅を小

においては貿易収支を

ず，為替レート調整に

なっていることに関し

ウッズ体制による固定

度経済成長期における

産業・経済システムの

り下げによって，中国

の貿易収支が黒

４ ２

本項では，

発生し，これが

たのかのメカニ

小平の南巡

字に転換したメカニズムに関

年以降の変化

年に出された 小平の南巡

年の元対ドルレートの切

ズムを可能な限り明らかにし

講話における基本的な主張は

しても注意深い検討が必要で

講話によって，中国経済の構

り下げに加えて，中国の貿易

たい。

，改革開放を進めるために，

あると考えている。

造にどのような変化が

収支の黒字化に貢献し

中国においては社会主

義市場経済を進

ば株式会社や証

現在の中国を運

テムとしては，

以前の中国経済

弾力化を積極的

整備していくこ

める。よって，市場経済シス

券市場を中国の経済システム

営していくシステムである，

資本主義型の市場経済システ

システムの中核を構成してき

に推し進め，こうしたシステ

ととなった。こうした変更を

テムを運営していく上で必要

に導入していくということで

政治体制としては中国共産党

ムという方向性が明確になっ

た国営企業の改革と民営化の

ムを運営していく上で必要と

追求することと併せて，中国

となる諸制度，たとえ

ある。これによって，

の１党独裁，経済シス

た。これに伴い，それ

追求，外資導入規制の

なる各種の部品を順次

の改革開放を世界的に

認知させるため

年以降に

在の中国では国営

うした構造の変

要な視点は地域

は非常に難しい

等の国際経済機関にも

おける中国経済の変化を捕ら

企業と呼んでいるが）と外資系

化が生み出す課題について簡

間所得格差の問題であると考

。確かに省別の付加価値生産

積極的に参加していくことが

える視点は単純ではないが，

企業の占める経済的地位の変

単に評価する。現在の中国経

えているが，外国の研究者が

額は公表されており，対応す

基本方針となった。

本稿では国有企業（現

化を中心に概観し，こ

済を論じる上で最も重

この問題を論じること

る人口も公表されてい

（ ）



高度経済成長―日

図 中国の産業

本の経験と中国経済の今後（平田）

別付加価値割合（名目）（ ）

図 中国の産業別付加価値割合（実質）（ ）

るので，形式

正確に評価す

ある。

中国の公式

の変化を確認

的に人口一人あたり所得等に

ることは，地域間の生活様式

統計を利用して，改革開放以

すること自身も容易な作業で

よる比較は可能であるが，

の相違もあり極めて難しい

後の中国経済における国営

はない，それぞれの付加価

地域間の物価水準の相違を

と言わざるを得ないからで

企業と外資系企業との役割

値生産額等を明確に示すデ

ータが長期の

次・３次産業

してきたのが

野における各

認するという

で示したのが

時系列で公表されていないか

別生産額割合の変化から，改

，第２次産業分野（基本的に

種企業形態間の活動状況の変

形で論点を整理していく。中

図４ ７，実質値ベース
）
で示

らである。本項では，

革開放以後の中国経済にお

は工業分野）であったことを先

動を通して，国有企業と外

国における産業別付加価値

したのが図４ ８である。

年以降における，１次・２

ける高度経済成長をリード

ず示し，その上で工業分

資系企業の役割の変化を確

割合の推移を名目値ベース

（ ）
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図 年基準中国の

学（第 巻・第３号）

産業別デフレータの推移（ ）

図４ ７の名

化は比較的小幅

減傾向に転じ，

から再度割合を

目値ベースの付加価値割合の

にとどまっている。第１次産

年代に入ってから低下の

低下させている。第２次産業

変化では，改革開放以後の産

業の割合は， 年代の前半

ペースを早めた後一旦横ばい

の付加価値割合は， 年代

業別付加価値割合の変

にかけて上昇した後微

となったが， 年末

を通して割合がやや低

下したが，

が安定的に増加

めた後， 年

図４ ８の実

４ ８では，第

に割合を下げ，

は， 年まで

年から 年にかけて割合を

している。第３次産業の付加

にかけて微減し，その後は微

質値ベースの付加価値割合の

１次産業の付加価値割合が，

特に 年以後の割合の低下

漸増した後，一旦横ばいとな

大幅に高め，その後はややペ

価値割合は， 年代から

増傾向を示している。

変化では，図４ ７の場合と状

年まではほぼ横ばいであ

かが大きくなっている。第２

りその後急激に割合を高めて

ースを落としてはいる

年にかけて割合を高

況が異なっている。図

ったが，その後継続的

次産業の付加価値割合

いる。第３次産業の付

加価値割合は，

で推移している

図４ ７と図

るので，以下の

図４ ９によ

から 年にか

％である。

年代を通して割合を微増

。

４ ８の相違は，各産業に対応

図４ ９に各産業に対応する

ると，第１次産業のデフレー

けて急激に上昇しその後はほ

第２次産業のデフレータの変

し，その後 年まで割合を

するデフレータの変動形態に

デフレータの推移を示してい

タは， 年まで安定的なペ

ぼお横ばいになっている。こ

動形態も第１次産業のデフレ

下げた後，ほぼ横ばい

依存していることにな

る。

ースで上昇し， 年

の間の年平均上昇率は，

ータの変動形態とほぼ

類似しているが

値が最も小さい

くなっている。

レータとほぼ同

り， 年以降

昇率は ％で

， 年以降は低下傾向を示

ので，年平均上昇率は ％

第３次産業のデフレータに関

じであるが，第１次産業のデ

の上昇のペースは，他の産業

ある。

している。この結果 年の

と第１次産業のデフレータに

しても基本的な変動形態は，

フレータよりも早く， 年

分野よりも大きくなっている

値が大きく， 年の

比べると上昇率は小さ

第１次，第２次のデフ

から上昇率が大きくな

。期間全体の年平均上

（ ）



高度経済成長―日

図 中国の

本の経験と中国経済の今後（平田）

産業別雇用者割合（ ）

こうした産

は可能である

付加価値の値

比して大きく

業別 デフレータの推移

。相対的にデフレータ上昇率

が大きくなるので，名目値ベ

なっている。これに対して，

を見れば，上の図４ ７と４

の大きな第１次産業では，

ースの付加価値割合が実質

デフレータの上昇率の小さ

８の相違を説明すること

生産量の増加に比して名目

値ベースの付加価値割合に

な第２次産業の付加価値割

合は，名目値

タ上昇率が中

こうした状

況を明示して

ここで注目す

加価値割合が

る。 年に

ベースでは低く，実質値ベー

間的であることから，第１次

況の確認として，中国におけ

いるのは，名目値ベースの付

べき点は， 年の改革開放

非常に高く，名目値ベースで

おけるこれらの割合は名目値

スでは大きくなっている。

と第２次の中間的なものと

る経済成長の牽引役は第２

加価値割合よりも実質値ベ

の開始時点においても中国

％，実質値ベースで

ベースで ％，実質値ベ

第３次産業では，デフレー

なっている。

次産業分野であり，この状

ースの付加価値割合である。

では，第２次産業分野の付

％を占めていたことであ

ースで ％と上昇してい

る。この間相

ている。これ

高い工業分野

もう１点注目

価値割合は，

のデフレータ

本項で問題

対的に第２次産業生産物の価

は，日本の高度経済成長期に

と生産性上昇率の低い農業分

すべきは，経済成長に伴って

現在までのところまだ大きく

の上昇率が相対的に低いこと

にしている 年以降の変化

格に比して，第１次産業生

も発生した現象であり，こ

野との所得格差を埋める役

，その割合を高めるといわ

上昇してはいないことであ

が影響している可能性があ

に関しては，生産額の割合

産物の価格が大きく上昇し

れによって生産性上昇率の

割を果たしたと考えられる。

れている第３次産業の付加

る。これには，第３次産業

る。

にしてもデフレータの変化

にしても，

変化が現れて

べて大きくな

除したプロセ

産性の上昇に

なるという効

年代の前半に中国経済に顕

いるのは，デフレータであり

っている。これは市場経済化

スと対応している。ただし，

伴い，第２次産業製品のデフ

果も生み出している。

著な変化が発生したことは

， 年から 年にかけ

を実質化するために，政府

変化はこれのみではなく，

レータの上昇率が他の産業

明らかである。最も明確に

ての上昇率が他の期間に比

による価格統制を徐々に解

第２次産業分野における生

分野の製品に比して小さく

（ ）



立命館経済

表 都市部雇用者の

学（第 巻・第３号）

企業形態別雇用（万人 括弧内％）

産業別の経済

図４ の変化

雇用者割合が継

活動を別の視点から見たのが

は付加価値割合の変化に比べ

続的に低下してきており，

，図４ に示した産業別雇

るとなめらかなものであるが

年の ％が 年には

用者割合の推移である。

，第１次産業における

％になっている。こ

こでも 年か

産業における雇

く， 年の

年の ％であ

％から

者割合を上回っ

いるとも判断さ

とから，これの

ら 年における低下のペー

用者割合は，第２次産業の実

％が， 年には ％に

った。これに対して，第３次

年の に上昇しており，

ている。雇用者割合の推移か

れる。しかしながら，中国に

過剰部分を第２次と第３次産

スが最も大きくなっている。

質付加価値割合ほど急激に上

上昇している程度である。こ

産業の雇用者割合の増加のペ

年以降第３次産業雇用者割

らは，中国においても第３次

おいては，第１次産業分野の

業で吸収するには相当の時間

これに対して，第２次

昇しているわけではな

の間のピークは，

ースは速く， 年の

合は第２次産業の雇用

産業化の動きが進んで

雇用者が非常に多いこ

が必要であろう。別の

言い方をすれば

る雇用者割合の

とも言える。

雇用者に関し

る。これらの状

ここに示されて

用者は，全雇用

， 年代の前半に第１次産

低下を第３次産業で吸収し，

ては，限定的な形ではあるが

況を 年からの５年刻みと

いるのは，都市部雇用者数の

者の 程度であるが，工業

業割合が低下したが，それ以

第１次産業の雇用者割合に大

，国営企業と外資系企業の雇

最新の 年に関して示した

企業形態別雇用者数である。

部門の活動は主として，都市

後は第２次産業におけ

きな変化がなくなった

用者数が公表されてい

のが，表４ ３である。

中国における都市部雇

部で展開されており，

特に外資系企業

することは可能

表４ ３でま

年には ％に

いたことから，

に対して，外資

いるが，割合と

の活動はほぼ都市部に限定さ

であろう。

ず明らかなことは， 年に

低下していることである。

国有企業の雇用者割合は

系企業（香港・澳門・台湾系企

してみれば ％にしかすぎ

れていると考えられるので，

％を占めていた国営企業

年， 年でもそれぞれ

年代後半以降急激に低下して

業も外資系と考える）の雇用者

ない。基本的な傾向として，

工業部門の状況を概観

の雇用者割合が，

％， ％を占めて

いることになる。これ

数は，着実に増加して

中国における伝統的な

企業形態である

外資系企業の雇

態の定義は非常

性もあり，これ

ても，都市部雇

の影響を判断す

，国有企業，集団所有制企業

用割合が増加していることは

に複雑であり，この表に示さ

はあくまでも参考程度の意味

用者数の合計とは相当程度の

ることは早計であろう。

の雇用者割合が低下し，私営

明らかである。しかしながら

れた企業形態の中にも外資の

しかない。特に，各企業形態

乖離が存在するので，この表

企業，個人経営企業，

，中国における企業形

影響が隠れている可能

別の雇用者数を合計し

から中国に占める外資

（ ）
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図 中国におけ

本の経験と中国経済の今後（平田）

る企業形態別投資割合（ ）

図 資金源別投資割合（ ）

年の以

ける，雇用と

を明確に示す

示したのが，

図４ に

降の中国経済発展における外

並ぶもう一つの柱である設備

データは必ずしも整合的な形

図４ と４ である。

示したのは，中国における代

資の影響を判断するもう一

投資の動向である。中国の

で示されていない。ある程

表的な企業形態（中国におけ

つの指標は，生産活動にお

公式統計で，こうした情報

度の状況を推察するために

る企業形態の定義は複雑であ

り，時期によ

る割合を示し

れており，そ

この図から明

年には ％

間に国有企業

って名称も変化しているが，現

たものである。ここにおける

の他企業には外資（香港・澳

らかなことは， 年を境と

を占めていた国有企業による

の株式会社化等も行われてい

在の代表的なものを取り上げた）

企業形態の分類では，外資

門・台湾系企業を含む），聯営，

して，国営企業による投資

投資割合が， 年には

るので，このことだけから

別の固定資本投資に占め

系企業はその他企業に含ま

株式会社等を含んでいる。

割合が急激に低下し，

％に低下している。この

伝統的な国有企業が押しな

（ ）
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図 に占める対

学（第 巻・第３号）

中国直接投資（実行額）（ ）

図 輸出入に占める外資系企業の割合（ ）

べて活力を失っ

である。これに

訳が示されてい

外資系企業に

資別投資の割合

してきており，

入って外国から

ているということはできない

対して，投資割合を高めてい

ないので，外資系企業の役割

よる投資の役割をある程度

である。ここでは，国家予算

当初はこれが国内借款（国有

の投資資金の流入が増加して

が，中国経済に占める国有企

るのがその他企業である。そ

を明示することは不可能であ

示しているのが，図４ であ

内資金による投資の割合は

銀行からの貸し出し）に置き換

いる。外国投資の割合も

業の地位の低下は明白

の他企業の投資額の内

る。

る。これは，資金の原

年まで一貫して低下

わったが， 年代に

年代半ばからは低下し

ているが，これ

あろう。いずれ

いるので，この

外国からの投

が に占め

増加し， 年

は外資系企業が中国における

にしろ，投資の資金源として

内訳が明らかにならないと明

資の状況をより直接的に見た

る割合である。これによると

にピークを打ってその後低下

収益を利用して新規投資を行

全期間を通じてその他資金の

確な状況判断を行うことは不

のが，図４ に示した外国

外国からの直接投資の

傾向を示しているが，金額的

っていることの結果で

割合が ％を上回って

可能である。

からの対中国直接投資

に占める割合は急激に

にはその後も増加を続

（ ）



けており，割

果である。

の ％が

高度経済成長―日

合の低下は，海外直接投資の

このデータと図４ のデータ

固定資本投資であり，そのうち

本の経験と中国経済の今後（平田）

増加率に比べて中国の経済

との間の整合性はある程度

の ％弱が外国資金であるので，

成長率が高かったことの結

保たれているので（中国の

外国資金による投資が

に占める割合

らの直接投資

図４ に

ある。これに

る。このデー

られる。この

ても，外資系

が４％程度である）， 年以降

の役割の大きさを理解するこ

示したのは，外資系企業によ

よると，中国経済を牽引する

タが，中国経済における外資

ことに加えて，注目すべきは

企業の輸出・輸入に占める割

の中国における経済成長率

とは可能である。

る輸出と輸入が中国全体の輸

外国貿易の５割超を外資系

系企業の役割を最も明示し

，中国への直接投資が本格

合が，輸出で ％，輸入

の高まりに果たした外国か

出と輸入に占める割合で

企業が担っていることにな

ているデータであると考え

化する以前の 年におい

で ％を占めていたこと

である。さら

だけを考える

外資系企業に

外資系企業の

要因であり，

以上本項で

て牽引されて

課題を十分に

に注目すべきは，外資系企業

と貿易収支は赤字であるが，

よる中国国内での部品調達率

貿易に占める割合が ％を越

これに関してはデータ自身の

は， 年の 小平の南巡講

きたことを明らかにすること

解くことはできなかったが，

の貿易は，これまで輸入が

その差は次第に小さくなっ

の上昇等の影響があると判

えていることは現在の中国

評価を含めて慎重な検討が

和以後の中国経済の成長率

を目指して検討してきた。

ある程度の状況の確認はで

輸出を上回り，外資系企業

ていることである。これは，

断される。いずれにしろ，

経済を考える上での重要な

必要である。

上昇が，外資の流入によっ

データの制約もあり，この

きた。今後は， 年代に

おける中国国

これまで述

とを比較し，

有企業の改革の状況を確認に

５．今後の中国経済

べてきた高度経済成長期にお

日本の経験から今後の中国経

外資の影響との関係を明ら

を考える上で―日本の経験

ける日本経済の構造と改革

済の動向を考えることは，

かにする必要がある。

から

開放以降の中国経済の構造

興味あるテーマである。こ

の問題を考え

現在高度経済

点が非常に多

定されず，よ

を与えると考

多いと判断し

筆者が感じ

る上で，まず意識しなくては

成長を経験している中国経済

いことである。しかしながら

り幅の広い社会問題に関係す

えられることから，今後の中

ている。

ている，高度成長期の日本経

ならないのは，高度経済成

の構造とは，高度経済成長

，高度経済成長の生み出す

るし，こうした幅広い社会

国経済を考える上で，日本

済と現在の中国経済との相

長期の日本経済の構造と，

という共通点を除けば相違

帰結は，単に経済問題に限

問題が，経済活動にも影響

の経験が参考になることも

違点と今後の課題をやや印

象的に述べる

１） 高度

で運営され

は社会主義

２） 現実

たので（いわ

と以下のようになる。

経済成長期の日本経済は，経

たのに対して，中国では経済

（一党独裁）で運営されている

的には，高度経済成長期の日

ゆる産業政策），言うほど大き

済システムは資本主義，政治

システムは市場経済（実質的

。

本経済の運営においても政府

な相違ではないかもしれない

システムは自由民主主義

に資本主義），政治システム

による調整機能が存在し

。ただし，決定的な違い

（ ）



は，日本では高

年金制度等）に

に従って運営さ

立命館経済

度経済成長の初期から，資本

よる運営が行われたのに対し

れている。

学（第 巻・第３号）

主義制度に従った社会システ

て中国では，基本的な社会制

ム（税制，社会福祉制度，

度は社会主義国の制度

３） 上記の

本稿で日本経済

困難である。貯

れ，国営企業の

の資金流入を正

関して正確な情

４） 貿易黒

相違は経済活動を分析する経

の分析に多用した バラ

蓄投資の関係に関しても，投

投資部分が財政支出か民間投

確に捕捉することには困難が

報を得にくい。

字と資本流入を考えると，対

済データの整備，利用方法に

ンスの関係を中国のデータで

資に外資，中国の民間投資，

資かの分類が難しい。対外収

伴う。財政収支のバランスが

外収支は黒字である（外貨準

も影響を与えている。

確認するのはなかなか

国営企業の投資が含ま

支に関しても外国から

どうなっているのかに

備も増加している）。貯蓄

投資の関係では

がどの程度か。

５） 日本の

以降外資主導の

術に関して国内

れの波及・伝播

は非常に入りや

６） 中国に

，外資を除けば貯蓄超過であ

と言ったことが分からないと

高度経済成長は国内資本の蓄

経済成長であると判断される

での開発と蓄積が行われたが

の程度や独自技術の開発の程

すい状況にある。

おいては日本と異なり国内で

ろうが，外資を入れるとどう

，中国経済の全体像が明らか

積によって賄われたが，中国

。この為，日本では高度経済

，中国の場合海外からの技術

度に関しては明確ではない。

の人口移動を規制しつつ経済

なるのか，財政の赤字

にならない。

の場合には特に 年

成長の過程で，生産技

導入は行われたが，こ

一方で外国からの情報

成長が達成されている。

この結果地域間

た形で新規の社

長末期で経験し

経済成長の中核

可能性が高い。

７） 高度経

高度経済成長の

，個人間の所得格差が拡大し

会問題を発生させる可能性が

た労働力不足の問題は，中国

である，工業部門における雇

済成長が一定期間継続すると

出発点を改革開放の提示時と

ている可能性があり，これが

存在しているのではないか。

では相当長期間発生しないで

用吸収力がどの程度拡大可能

，社会的価値観に変化が発生

考えれば 年近く， 小平の

日本の場合とは異なっ

一方で，日本が高度成

あろう。それよりも，

かが今後の課題になる

する。中国においても，

南巡講和からと考えて

も 年以上高度

きくなって来て

なっている。こ

発生するか，中

８） 結果的

せるのは，純粋

側面である。

経済成長が，継続しており，

いる。この結果臨海の都市部

れの与える影響は日本の場合

国全体に絡む問題になるのか

に日本の高度経済成長の経験

の経済活動面よりも社会的価

こうした時代のみを経験した

を中心に価値観の多様化が発

よりも中国の方が複雑になり

に関する判断は困難である。

，特に高度成長末期の日本経

値観の変化に対する認識や社

世代の占める割合が大

生する可能性が大きく

，個別地域内で問題が

済の経験が中国に生か

会秩序の構築と言った

純粋経済問題

性の高い部分に

黒字幅の拡大，

て考えられる。

企業形態の相違

吸収力の拡大に

に関しても，日本の経験から

はある程度の見通しを持つこ

労働市場における雇用形態の

中国においては，労働力の制

による，労働条件の相違が問

限界があれば，地域間所得格

判断すると，経済成長に関す

とは可能であろう。対外経済

変化，環境制約の発生等が経

約は存在しないが，地域間所

題になる可能性は存在する。

差の解消には，農産物価格の

る制約が発生する可能

関係における貿易収支

済成長の阻害要因とし

得格差の拡大と就業先

工業部門における雇用

相対的上昇が必要であ

（ ）



るし，サービ

認し，元の切

現在の中国

高度経済成長―日

ス部門の賃金上昇も必要とな

り上げが継続すれば，中国の

元切り上げに関する議論も，

本の経験と中国経済の今後（平田）

ろう。しかしながらこうし

賃金水準が外国に比べて上

貿易収支の黒字（中国），赤

た所得保障的物価上昇を容

昇する可能性が高くなる。

字（アメリカ，日本等）をベ

ースにして論

く，中国の経

ても慎重な検

元の切り上げ

されている。

＊ 本稿は

じられているが，元の切り上

済規模を現在以上に大きな存

討が必要であろう。特に現在

が単純に中国の貿易収支の黒

こうした状況では慎重な判断

，文部省科学研究費補助金基盤

げは，単に各国の貿易構造

在として認識させることに

の中国の貿易構造は複雑に

字を減少させることになる

が必要である。

研究 ，『人口減少社会における

に影響を与えるのみではな

なり，この面の効果に関し

なっているようであるので，

のかについても疑問も提示

経済社会発展戦略研究』［研究

代表者古

） 日本

は特需

） デー

のデー

） 日本

る。ア

川彰（立命館大学），課題番号

に対する援助に関しては，香西

の役割が多い。

タの出所は，国民経済計算年報

タと のデータとを接続し

の は２と同様であり，これ

メリカの は，

］による研究成果の一部で

脚 注

［ ］にデータが示されている

の最新版と長期遡及国民経済計

ている。

を円対ドルの為替レートによっ

による。

ある。

が， 年以前は援助，以後

算である。 年で，

て，ドル換算して比較してい

） 日本

） 窓口

限する

考えら

） 日中

訪問し

） 中国

は，

銀行経済統計年報による。

指導とは，日本銀行が個別金融

という仕組みであり，これを守

れていた。

関係を考える上でも， 年は

，日中国交正常化が達成された

の為替レート制度は， 年以

年の人民元切り下げ時である

機関の貸し出し限度額を設定し，

らないと，日本銀行は民間銀行に

記念すべき年であり，田中首相の

年である。

降でも何回かの変更があり，単一

ので，ドル建ての輸出・輸入を元

この範囲内での貸し出しに制

対してペナルティーを課すと

初仕事として，９月に中国を

為替レート制度に移行したの

建てに換算することは困難で

ある。

） 中国

われ，

て政策

） 産業

価値と

産業別

における一人っ子政策の内容は

年に夫婦１組につき子供１

は転換しつつあるようである。

別の実質付加価値のデータは，

産業別実質付加価値は公表され

名目付加価値の合計は，名目

成長率から計算された実質

必ずしも明らかではないが，

人がもっとも望ましいという政策

公式統計に明示されていない。し

ているので，これらをベースに加

と一致するが，産業別実質

と一致しないので，ここで示した

年の新憲法で出産抑制がうた

が開始された。 世紀に入っ

かしながら，産業別名目付加

工して求めた。しかしながら，

付加価値を合計しても，実質

数値はラフなものである。

伊藤元重・

香西泰［

小宮隆太郎

平田純一，

清野一治・奥野正寛・鈴村興太

］，『高度成長の時代』，日本評

・奥野正寛・鈴村興太郎［
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